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【年度経営計画】
１．経営方針

（１）業務環境

１）福島県の景気動向

２）福島県の中小企業を取り巻く環境

1

県内経済は、設備の能力増強投資などにより緩やかな回復がみられる一方、物価高が続く中、個

人消費や、住宅投資等で弱い動きがみられ、全体では足踏み状態となっている。

先行きについては、物価上昇の個人消費への影響、国際情勢の変化や海外経済の動向が生産やコ

ストに与える影響、雇用・賃上げ・所得の動向を注視していく必要がある。

令和７年度は、東日本大震災（以下「震災」という。）から１４年が経過し、「第２期復興・創

生期間」の最終年度となる。本県の復興は、避難指示区域の縮小等着実な前進はあるものの、未だ

道半ばである。

コロナ禍からの経済回復が進む中、本県中小企業・小規模事業者（以下「中小企業者」とい

う。）は、人口減少や少子高齢化による後継者問題など従来からの構造的課題のほか、震災からの

復興、ＡＬＰＳ処理水の海洋放出に伴う風評被害懸念など本県特有の課題を抱えている。

また、人件費、物価、原材料・エネルギー価格の高騰などのコストアップ要因に加え、為替の変

動や金利上昇、人手不足の深刻化、過剰債務等の懸念も増加している。



【年度経営計画】
１．経営方針

３）中小企業金融をめぐる国の動き

政府は、保証協会が主体的に中小企業者の経営改善・再生支援等を行うための態勢整備や経営者

保証改革の推進、中小企業者のM＆Aや事業承継の促進のため「信用保証協会向けの総合的な監督指

針」の一部を改正した。また、令和６年１１月に公表された総合経済対策において、中小企業者の

資金調達の円滑化、経営改善・事業再生・再チャレンジ支援のほか、賃上げ、雇用、物価高対策等

を掲げており、経営基盤の強化・成長支援を行うこととしている。

中小企業金融における信用保証協会の役割は重要性を増しており、各施策の実効性をさらに高め

ていく必要がある。
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こうした状況を踏まえ、後継者不在により次世代への事業承継が進展しないことに加え、休廃業

の顕在化、新規創業への躊躇などにより県内中小企業数は減少傾向にある。また、収益力の低下に

よる財務状況の悪化の長期化等により企業倒産が増加傾向にあるなど、県内中小企業を取り巻く環

境は予断を許さない状況にある。



【年度経営計画】
１．経営方針

（２）業務運営方針
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・地域企業に寄り添いながら、可能性を創造し、ともに歩み信頼される保証協会を目指します。
・全職員が企業支援の視点を持って、金融と経営の一体的支援に取り組みます。
・職員ひとりひとりが輝き、成長し合い、誇りを持てる組織を目指します。

「つなぐ福島、つなぐ未来」

【ビジョン】

【コーポレートメッセージ】

当協会は、令和７年度において、全職員が企業支援の視点を持って各業務に従事し、各関係機関

との連携及び内部の連携強化により、様々な課題を抱える中小企業者個々の実情に即した金融と経

営の一体的支援を行うとともに、各業務の効率性や利便性の向上、人材育成、情報発信の強化等に

より組織の魅力度を高め福島に貢献していくという想いから、下記ビジョンを掲げ業務を運営して

いく方針である。



【年度経営計画】２．重点課題

【保証部門】
１）顧客の実情に即した企業支援による信用保証の利用浸透

（２）具体的な課題

（１）現状認識

①震災からの復興・創生、ポストコロナに向けた信用保証の推進

②経営者保証に依存しない融資慣行の確立に向けた取り組みの推進
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県内中小企業を取り巻く厳しい現状を踏まえ、震災からの復興・創生に加え新型コロナ感染症から

回復途上にある中小企業者への支援に引き続き最優先に取り組み、業績改善した者や創業・事業承継

を予定している者に対する金融支援についてもこれまで以上に強化し地域経済の下支え、活性化に努

めていく必要がある。これらの取り組みにあたっては「金融と経営の一体的支援」の提供と利用浸透

を念頭に、下記重点課題に取り組む。



【年度経営計画】２．重点課題

【保証部門】
１）顧客の実情に即した企業支援による信用保証の利用浸透

（３）課題解決のための方策
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①震災からの復興・創生、ポストコロナに向けた信用保証の推進

・震災からの復興・創生に向けた金融支援、ポストコロナに向けた借換支援に留まらず、「金融

と経営の一体的支援」を目指し、創業時や事業承継時等各局面での顧客の実情に即した助言、

提案、支援ツールの提供・周知による総合的な企業支援に努める。支援にあたっては、関係機

関との連携、金融機関との適切なリスク分担を図り、その効果を最大限に発揮するよう努める。

・個々の顧客の東日本大震災関連特例（ふくしま復興資金）等、特例保険の利用状況を把握し各

種保証制度について国・地方公共団体と連携し協議検討を進める。

②経営者保証に依存しない融資慣行の確立に向けた取り組みの推進

・ 「経営者保証に関するガイドライン」 を再確認し、その運用について関係機関と共有するとと

もに、 「事業者選択型制度」(保証料の上乗せにより経営者保証の提供を不要とする制度) 等を

適切に運用、その周知に努め、経営者保証に依存しない融資慣行の確立に努める。



【年度経営計画】２．重点課題

【期中管理・経営支援部門】
１）顧客の実情に即した企業支援による信用保証の利用浸透

①顧客の実情を踏まえた適切な経営支援と期中管理

②経営支援のクオリティの維持・向上

（１）現状認識
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県内中小企業を取り巻く厳しい現状を踏まえ、これまで以上に期中管理・経営支援の重要性が増

しており、金融機関や関係機関と一層の連携を図ることにより、事業者の状況変化を適切に把握し、

資金繰り支援にとどまらず、実情に応じた経営支援・事業再生支援等に取り組む必要がある。

（２）具体的な課題



【年度経営計画】２．重点課題

【期中管理・経営支援部門】
１）顧客の実情に即した企業支援による信用保証の利用浸透

（３）課題解決のための方策
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①顧客の実情を踏まえた適切な経営支援と期中管理

・経営課題を抱える中小企業者との対話を重視し、ニーズやフェーズに応じた経営支援と金融支

援により、課題の解決や持続可能な企業経営につながる支援を行う。

・効率的かつ効果的な経営支援を展開するため、金融機関を起点としたプル型による連携した支

援取り組みの強化を図る。この内、大口保証利用先かつ保証付き融資割合の高い事業者に対し

ては、当協会が主体的に経営支援の必要性を検討のうえ、プッシュ型による一歩踏み込んだ支

援の取り組みを行う。

・中小企業者の実情を踏まえた期中管理の取り組みを強化するため、金融機関との連携を密にし、

経営悪化の兆候の察知に努め、早期に現状把握と対応方針の明確化を図り、弾力的な条件変更

による事業の継続や金融取引の正常化に向けた支援を行う。

②経営支援のクオリティの維持・向上

・多様化する中小企業者の支援ニーズに的確に対応するため、当協会職員の支援スキル底上げに

向けた人材育成の強化や各種支援ツールの利便性や認知度の向上に取り組む。



【年度経営計画】２．重点課題

【期中管理・経営支援部門】
１）顧客の実情に即した企業支援による信用保証の利用浸透
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≪効果検証指標≫

ａ 経営支援先の内、支援実施前後のCRD又はローカルベンチマーク指標の評点の変動率

（支援後評点÷支援前評点）が良化した企業数

ｂ 経営支援先の内、aの基準で算出された変動率が、非経営支援先で算出された同変動率

と比較（支援先変動率－非支援先変動率）し、良化した企業数

≪年度目標値≫

経営支援良化率60％以上

経営支援良化率 ＝ ａ基準又はｂ基準を満たす企業数 ÷ 年度経営支援総企業数

経営支援の効果検証指標及び目標値

・金融機関や支援機関との目線合わせを図るため、勉強会や各種ネットワークでの活動等を通じ

た対話に努め、当協会のハブ機能の高度化による総合的な課題解決力の向上に取り組む。

・「経営支援の効果検証」の結果等を踏まえながら、より効果的な経営支援施策への反映に努め

ていく。



【年度経営計画】２．重点課題

【回収部門】
２）再生目線も取り入れ実情を踏まえた効率的な管理・回収

①「回収部門における基本ポリシー」を踏まえた対応

②震災被災者、新型コロナの影響を受けた債務者への対応

③事業再生、再チャレンジ支援の後押し

④サービサーの活用と効果的な体制の検討

（１）現状認識
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有担保求償権の減少や第三者保証人の原則非徴求、法的整理・弁護士受任案件増加等の影響によ

り、求償権の質は変化している。

さらに、コロナ資金の据え置き期間終了などにより代位弁済が増加傾向にあるものの、経営者保

証に依存しない融資慣行の確立により、求償権回収を取り巻く環境は一層厳しいものとなることが

予想される。

ついては、初動を徹底し回収方針の早期見極めを行い、債務者の実情を踏まえたきめ細かな対応

と経営者の再チャレンジ目線も取り入れ、より効率性を重視した管理・回収を行うため、下記課題

に取り組んでいく。

（２）具体的な課題



【年度経営計画】２．重点課題

【回収部門】
２）再生目線も取り入れ実情を踏まえた効率的な管理・回収

（３）課題解決のための方策

① 「回収部門における基本ポリシー」を踏まえた対応

・求償権回収に係る行動指針に則り、回収方針の決定を早期に行い、代位弁済前からの回収行動

も含めた初動徹底により効率性を重視した管理・回収を行う。

・定期弁済を継続しているが完済の見込みが困難な求償権保証人へ、連帯保証債務免除を積極的

に提案し、可能な限りの交渉機会を設ける。

・回収見込が困難な求償権債務者について早期に見極めを行い、速やかに管理事務停止を実施し、

求償権整理を推進する。

②震災被災者、新型コロナの影響を受けた債務者への対応

・震災をはじめとする自然災害や、新型コロナの影響を受けた債務者については、実情に合わせ

た弁済折衝を行い、被災者に寄り添ったきめ細かな現況把握により、回収促進を図る。
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【年度経営計画】２．重点課題

【回収部門】
２）再生目線も取り入れ実情を踏まえた効率的な管理・回収
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③事業再生、再チャレンジ支援の後押し

・代位弁済後も事業継続している先について、再チャレンジ目線を持った取り組みを行い、状況

に応じて求償権消滅保証などの経営支援を推進する。

・「経営者保証に関するガイドライン」の申し出がなされた場合は、当該手続きの内容に則り、

速やかに対応する。

④サービサーの活用と効果的な体制の検討

・委託基準に則った求償権委託を推進し、回収の増加に努める。

・サービサーの活用を含めた求償権管理・回収部門における効果的な体制について検討する。

・協会とサービサーの回収担当者合同会議のほか、適宜担当者間の打合せを行い、情報共有を図

るほか、サービサーならではの回収事例などを協会担当者に講義するなど、回収だけではない

サービサーの有効活用を図る。



【年度経営計画】２．重点課題

【その他間接部門】
３）ひとりひとりが輝ける 魅力ある組織の実現

職員ひとりひとりが輝き、成長し合い、誇りを持てる組織を目指すため、ワークライフバランス

をはじめ働きがいや働きやすさの向上、人材育成の強化に取り組む。また、業務の効率性や顧客の

利便性を高めるとともに情報発信力を強化する。さらに、公的機関として社会的な信頼に応えるた

め、社会への貢献、財務基盤の強化、役職員のコンプライアンスの徹底や危機管理態勢の強化に取

り組むことで、組織の魅力度向上に総合的に取り組む。

（１）現状認識

①働きやすくやりがいのある職場環境づくり

②知名度向上・魅力発信のための広報活動

③電子化による業務の効率化

④組織の健全性の維持・信頼性の向上

（２）具体的な課題
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【年度経営計画】２．重点課題

【その他間接部門】
３）ひとりひとりが輝ける 魅力ある組織の実現

（３）課題解決のための方策

①働きやすくやりがいのある職場環境づくり

・「目指すべき職員像」の検討を行う。

・全ての職員が能力を最大限に発揮できるよう、研修体制の再構築、研修メニューの充実等に取

り組む。

・職員が意欲とやりがい、誇りを持って業務に取り組むことができる人事制度の構築に向けた検

討を行う。

・働き方改革の推進や計画的な人材確保、有給休暇や育児休暇の取得推進、健康経営の推進等に

より、就業環境の整備に取り組む。

②知名度向上・魅力発信のための広報活動

・当協会の取り組みを積極的に発信し、組織の認知度及び魅力度向上に努める。

・部署間連携により中小企業者、関係機関、学生等ターゲットに応じた広報活動を展開する。
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【年度経営計画】２．重点課題

【その他間接部門】
３）ひとりひとりが輝ける 魅力ある組織の実現

③電子化による業務の効率化

・保証申込の電子化並びに決算書類の電子化を推進する。

・業務効率化のため、各種書類の電子化・ペーパーレス化を推進するとともに、定型業務を自動

化するＲＰＡツール等新技術の導入に向けた研究・検討を行う。

④組織の健全性の維持・信頼性の向上

・効率的な経営、安全性に配慮した効果的な資金運用に努めるとともに、補助金・損失補償の拡

充などの財政支援について関係機関に継続的に要望する。

・コンプライアンス・プログラムの策定と着実な遂行によりコンプライアンスの徹底を図る。

・ハラスメントの未然防止に取り組み、職場秩序の維持や公正で明るい職場づくりに努める。

・個人情報漏えい防止のための対策と個人情報保護法やマイナンバー法の遵守、部署間連携を含

めた複眼でのチェック態勢や事案発生時の初動態勢に関して、会議・研修等において周知徹底

を図る。
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【年度経営計画】２．重点課題

【その他間接部門】
３）ひとりひとりが輝ける 魅力ある組織の実現

・反社会的勢力等の不正利用や詐欺的行為について、データベースの適正活用と保証時の適切な

審査により未然防止に取り組む。

・事業継続計画（ＢＣＰ）を有効に機能させるため、引き続き「教育実施計画書」と「訓練実施

計画書」を策定し実施することにより不測の事態が発生した場合にも確実に対応できる体制を

整備する。
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【年度経営計画】３．事業計画

積算の根拠（考え方）

〇保証承諾
東日本大震災関連（ふくしま復興資金）の需要は引き続きあるが、
コロナ関連保証の終了により借換需要は落ち着く見込みにて保証
承諾額は減少すると考えられることを踏まえ、115,000百万円と
する。

〇保証債務残高
新型コロナ関連の返済が進み、また、人材不足、原材料・エネル
ギー価格高騰など経済情勢に不安要素があり、代位弁済も相応に
見込まれ、減少すると考えられることから、前年度までの推移を
踏まえ、452,000百万円とする。

〇代位弁済
前年度は、物価高、人手不足、人件費上昇、後継者不在、業績回
復やビジネスモデルの見直しの遅れなどにより事業継続を不安視
する事業者が顕在化、前期を大幅に上回った。事故報告残高も高
止まりしており、代位弁済抑制に努める中、前年度までの推移を
踏まえ、前年度同額の8,000百万円とする。

〇実際回収
有担保求償権の減少や第三者保証人の原則非徴求、法的整理案件
の増加等により、回収環境の厳しさは増し、定期回収は漸減し、
一過性の回収に頼るところが大きくなりつつある。
今年度においても初動徹底と効率性をより重視し、再生目線を取
り入れた管理・回収に努め、近年の状況を踏まえ、750百万円と
する。

対前年度 対前年度
計画比 実績見込比

保 証 承 諾 115,000 92.0% 77.5%

保 証 債 務 残 高 452,000 96.6% 91.8%

保証債務平均残高 468,000 95.6% 93.1%

代 位 弁 済 8,000 100.0% 101.4%

実 際 回 収 750 107.1% 91.4%

求 償 権 残 高 2,100 105.0% 100.5%

金  額

（単位：百万円、％）
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【年度経営計画】４．収支計画

積算の根拠（考え方）

◯信用保証料
コロナ関連保証の終了による借換需要の減少が見込
まれ、また保証料負担が軽減されている制度の取り
扱いが増加することが見込まれることから、保証債
務平均残高に対し0.78％とした。

◯責任共有負担金
令和７年度の受領見込分を計上した。

◯業務費
役職員95名分の人件費及び事務費、賃借料、減価償
却費、信用調査費、債権管理費、指導普及費、負担
金について必要額を計上した。

◯信用保険料
経安・危機・震災等の特例保険の割合が大きいこと
を考慮し、保証債務平均残高に対し0.42％とした。

◯求償権償却
代位弁済計画及び放棄・不等価譲渡計画に基づき、
放棄・不等価譲渡分90百万円、保険金・補填金償却
額7,210百万円、自己償却額425百万円とした。

◯責任準備金繰入
期末保証債務残高452,000百万円を「正常」「条件変
更」「事故」「実質代位弁済」に区分し算出した。

金  額
対前年度
計画比

対前年度
実績見込比

保証債務平残比

4,606 94.7 88.1 0.98
保証料 3,634 90.2 84.9 0.78
運用資産収入 243 129.3 106.8 0.05
責任共有負担金 300 107.1 104.9 0.06
その他 429 115.6 98.6 0.09

3,344 102.7 98.3 0.71
業務費 1,339 107.6 104.9 0.29
借入金利息 0 －　 －　 0.00
信用保険料 1,953 100.4 94.3 0.42
責任共有負担金納付金 50 100.0 108.7 0.01
雑支出 2 12.5 22.2 0.00

1,263 78.4 69.1 0.27
11,292 104.4 104.6 2.41

償却求償権回収金 52 74.3 80.0 0.01
責任準備金戻入 3,470 102.0 100.5 0.74
求償権償却準備金戻入 560 141.4 137.8 0.12
求償権補填金戻入 7,210 103.8 105.0 1.54
その他 0 －　 －　 0.00

11,406 102.9 100.6 2.44
求償権償却 7,635 102.3 104.6 1.63
責任準備金繰入 3,220 100.6 92.8 0.69
求償権償却準備金繰入 539 130.2 96.2 0.12
その他 12 150.0 109.1 0.00

-114 43.0 20.9 -0.02
0 －　 －　 0.00
0 －　 －　 0.00

1,148 85.4 89.7 0.25
574 85.4 89.7 0.12
574 85.5 89.7 0.12

0 －　 －　 0.00
0 －　 －　 0.00

経常収支差額

経常収入

経常支出

基 金 取 崩 額

経常外収入

経常外支出

経常外収支差額
制度改革促進基金取崩額
収支差額変動準備金取崩額

当 期 収 支 差 額

収支差額変動準備金繰入額
基 金 準 備 金 繰 入 額
基 金 準 備 金 取 崩 額

（単位：百万円、％）
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【年度経営計画】５．財務計画

積算の根拠（考え方）金額
対前年度
計画比

対前年度
実績見込比

金額
対前年度
計画比

対前年度
実績見込比

県 0 － － 0 － － 

市 町 村 0 － － 基金補助金 0 － － 

金融機関等 0 － － 631 124.7 104.5

合   計 0 － － 
保証料補給
（「保証料」計上分）

13 61.6 119.2

0 － － 
保証料補給
（「事務補助金」計上

388 115.8 98.8

574 85.5 89.7 損失補償補填金 230 153.3 114.9

0 － － 
事務補助金
（保証料補給分を除く）

0 － － 

基   金 6,294 100.0 100.0 借入金運用益 0 － － 

基金準備金 20,633 102.7 102.9 300 104.5 105.0

合   計 26,927 102.1 102.2

0 － － 

0 － － 

574 85.4 89.7

0 － － 

10,107 105.7 106.0

金
融
機
関
等
負
担
金

年
度
中
出
え
ん
金
・

国からの財政援助

地方公共団体からの財政援助

基 金 取 崩

基金準備金繰入

基金準備金取崩

期
末
基
本
財
産

責任共有負担金

制度改革促進基金取崩

制度改革促進基金期末残高

収支差額変動準備金繰入

収支差額変動準備金取崩

収支差額変動準備金期末残高

（単位：百万円、％）（単位：百万円、％）

◯出えん金、金融機関等負担金
要請は行わない。

◯保証料補給（事務補助金）
利活用推進補助金対象の県制度
を中心とした利用促進を見込み
算出した。

◯損失補償補填金
前年度下期､今年度上期の代位弁
済による請求。代位弁済の増加
により損失補償補填金請求額は
230百万円を見込む。
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【年度経営計画】６．経営諸比率

（注）１．基本財産とは、決算処理後のものとする。

２．基本財産固定率欄の下段には、計算根拠となる各年度末ごとの求償権残高の実数（単位：百万円）を記入する。

項  目 算  式 比  率 対前年度計画比
増減

対前年度
実績見込比増減

保証平均料率 保証料収入／保証債務平均残高 0.78 -0.04 -0.07

運用資産収入の保証債務平残に対する割合 運用資産収入／保証債務平均残高 0.05 0.01 0.00

経費率 経費【業務費＋雑支出】／保証債務平均残高 0.29 0.03 0.03

（人件費率） 人件費／保証債務平均残高 0.17 0.02 0.02

（物件費率） 物件費【経費－人件費】／保証債務平均残高 0.12 0.01 0.02

信用保険料の保証債務平残に対する割合 信用保険料／保証債務平均残高 0.42 0.02 0.01

支払準備資産保有率 （流動資産－借入金）／保証債務残高 10.73 0.15 0.88

固定比率 （事業用不動産＋建設仮勘定）／基本財産 2.69 -0.14 -0.14

基金の基本財産に占める割合 基金／基本財産 23.37 -0.48 -0.51

5.80 -0.21 0.00

2,100

基本財産実際倍率 保証債務残高／基本財産 16.79倍

代位弁済率 代位弁済額（元利計）／保証債務平均残高 1.71 0.08 0.14

回収率 回収（元本）／（期首求償権＋期中代位弁済（元利計）） 2.38 0.96 -0.44

求償権による基本財産固定率 （求償権残高－求償権償却準備金）／基本財産

（単位：％）

19


